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載後，政府は経済再建のため，外資導入に積極的であり，公的借款に加え
て，平和条約発効後に始まった民間借款の導入は高度経済成長期にも続いた。
ここでは，外銀貸出を含む外貨借款を検討しよう。
外貨借款は，、さまざまな角度から，さまざまに分類される。たとえば，
①資金源泉により，公的借款と民聞借款に，
　②資金制約により，タイドーローンとアンタイド・ローンに，
　③資金使途により，プロジェクト・ローンとインパクト・ローンに，
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　④資金ルートにより，外・内ローンと外・外ローンに，
　⑤借款期問により，短期ローンと中長期ローンに，
分類することが可能である。
　公的借款と民問借款はさらに次のように分類することができよう。
　　　　　獅エクト．ローン）嶋幕簑
外貨借款　　　　　聯1／ローン）は蝋親子口、ン）
1．公的借款
　公的借款には，世銀（世界銀行）借款と米国輸銀（輸出入銀行）飼借款があ
る。公的借款は通常タイド・ローンであり，外貨のまま指定された資材等の輸
入代金に充当される。
（1〕世銀借款
　わが国は，平和条約発効直後の1952年6月に世界銀行（国際復興開発銀行，
IBRD，1946年設立）に加盟し，翌1953年…こ経済復興のための第1回借款を受
け，米国から火力発電技術を導入した。金額は4，020万ドル，据置期間5年，
以後15年の分割返済で，金利は5％であった。50年代には電力，鉄鋼，造船及
び自動車産業に，60年代には，道路，鉄道建設に世銀借款が導入された。最後
の世銀借款は1966年で，日本遣路公団の東名高遼道路建設に対する1億ドル供
与であったらこの聞における世銀借款導入は，合計21件，総額8億6，290万ド
ルにのぼった（第4図参照）。これら借款の主要なものは，第12表の通りであ
るが，これら世銀借款は1990年7月までにすべて返済された㈱。
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（出典）大野健一・大野泉『I　MFと世界銀行』1993年、201ぺ一ジ。
第12表世界銀行の本邦企業への主要な借款供与
借入企業 資金使途 金額 金利 期　　間
1953，10
中部電カ，関西電力， 火力発電 千ドル ％九州電力 40，2005，0 20年くうち裾置期聞5年）
1955，1O八幡製鉄 圧延設備 5，3004，62515年
ユ955．11 ψ ク 8，OOO4，62515年
1956．2日本鋼管，石川島重工三菱造船，トヨタ自動車 工場設備 81，000N．A． 12～15年
1960．5日本道路公団（1次〕 名補高速道路 4C，COO6．2523年／うち掘置期聞5年）
ユ96L5日本国有鉄道 東溝道新幹線 80，oooN，A． N．A
1962．1日本道路公団（2次） 名神高遠遺路 40，0005．7523年（うち据置期聞3年）
1963．11 〃　　（3次） 東名高速遣路 75，0005．5026隼（同5，5隼）
ユ964．6 ク　　（4次） 4 50，0005．5025隼（同5年）
1965，7 ψ　　（5次） 4 75，OOO6，5025隼（同4．5年）
1966，9 4　　（6次〕 カ ユ00，COO6．625ユ5年洞3隼）
（出奥）日本銀行『日本金融年表』昭和63年3月，r日本道路公団20年史』昭和51年
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（2）米国輸銀借款
　米国輸出入銀行（Export－Import　Bank　of　Washington）の対日借款は主とし
て米国産農産物及び航空機に関わるものであった。
　代表的なものは，綿花借款と呼ばれるもので，1951年12月に調印された第1
次綿花借款（金額4，000万ドル，期間15か月）に始まり，1964年7月の第14次
借款まで，総額7億6，500万ドルが供与された。日本側の契約当事者は，第1
次～ユ0次は日本銀行，、第11次～14次は東京銀行であった。
　上記の外に，米国輸銀借款として，日本銀行が，1957年8月（1億1，500万
ドル），及びユ962年1月（1億2，500万ドル）に受入れた借款及び，日本興業銀
行が1961年4月に締結した機械輸入借款2，500万ドルがある。
　1950～61年問にわが国が導入した外貨借款のうち，公的借款が7億5，583万
ドル（62．4％）を占めていた（世銀借款は40．3％，米国輸銀借款は22．1％）
（第ユ3表参照）。これを産業別にみれば第14表の通りである。
　しかし，196g年代に入ると，資本取引の自由化に加えて，日本経済の高度成
長による本邦企業の資金需要の増大を反映して，民間べ一スの外貨借款（主と
して米銀のインパクト・ローン）が79．8％へ拡大し，公的借款を凌駕した。一
方，世銀借款の導入は1966年を以て終了した。
　1970年代には，新たに日本へ進出した欧州系の銀行がインパクト・ローン市
場に参入したため，民間借款の比率は95．7％へと上昇した。1970年代にはイン
パクト・ローンの市場規模の急拡大とは反対に，公的借款は縮小していった
（第ユ5表及び第5図参照）。
2．民聞借款（インパクト・ローン）
　民聞借款は，一般にインパクト・ローンと呼ばれ，外国銀行が本邦企業へ供
与する外貨貸付と，外国企業（親会社）がその在日子会社へ供与する外貨貸付
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第13表　ユ950～61年間の外貨借款
（単位：千ドル）
公的借款 民聞借款年　　度 合　　計
世　銀 米輸銀 米　銀 その・他
1950・5ユ 4，026 4，026
1952 ユO，000 24，457 34，457
1953 40，200 7，000 2，162 49，362
ユ954 4，000 11，279 15，279
ユ955 13，400 20，477 13，ユ77 47，054
ユ956 24，300 25，927 3，000 40，425 93，652
1957 15，000 80，050 6，600 22，329 123，979
1958 ユ66，00028，230 3ユ，510 5，733 23ユ，473
1959 84，000 20，186 7，200 16，229 ユ27，615
1960 25，000 21，300 38，814 42，018 ユ27，132
1961（4～12月）120，00092，235 73，982 71，220 357，437
合　　計 里87，9CO267，928202，583253，055 ユ，211，466
構成比（％） 40．3 22．ユ 16，7 20．9 ユ00．0
（出典）外国為替貿易研究会『資金的外資導入』昭和37年
第14表　産業別外貨借款受入れ状況
　　　　（1952～78年聞） （単位：百万ドル）
公的借款 民間借款 計
世銀 米輸銀 米銀 その他 構成比％
電　　力 178 778 509 460 ユ，925 ユ0．4
石　　油 557 1，065 1，622 8．7
鉄　　鋼 158 138 1，730 1，227 3，253 17．5
運　　輸 584 948 385 1，9ユ7 10．3
その他 527 256 5，548 3，495 9，826 53．0
計・ 863 1，756 9，292 6，632 18，543 100．0
（出典）『第3回大蔵省国際金融局年報』昭和54年版　330～331ぺ一ジ。
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第15表戦後の貸付金債権（外貨借款）取得認可状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千ドル，％）
1950～1961．12 1962．1～1972，3 1972．4～1980．12
合計構成比 構成比 構成比 構成比
????世　　銀米輸銀 487．900267，928
?，???
375，O00927，312
???．?
　　0887，546
?．?
862．9002，082，786
????
小計 755，82862，41，302，31220．2 887，5464．3 2，945，68610．3
????米　　銀その他 202．583253，055
?，???
2，952．0742，189，605
?，???
8，011．31511，836，500
?，???
11，165．97214，279．160
?，???
小計 皇55，63837．65，141，67979．819，847，8159 ．725，445，13289．6
合計 1I211，466100 6，443．99100 20，735，361100 28，390，818ユoo
（注）なお，上表には短期インパクト・ローン（1979年邦銀扱い384百万ドル，外銀扱い96百万ド
　　ル，1980隼邦銀扱い2，591百万ドル，外銀扱い335百万ドル）及び邦銀扱いの中長期インパク
　　ト・ローン（1980年1，736百万ドル）が含まれている。
（資料〕外国為替貿易研究会r資金的外資導入」昭和37隼
　　　r第1回大蔵省国際金融局年報j昭和52年版～第3回年報　昭和54隼版
30
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第5図1950～80年問の外貨借款受入れ状況
10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔　　　　’　　　　　ロパ扱億　　　　　　　　　　震　㍉　　　1州ド 　　　 　　 　　間 、1　 ント
ル　　　　ー．　　、心．　　　　　款　　、l
195051　525354555657　585960　6ユ　626364656667　6869　70　7玉　727374757677　787980
　　（注）1962～71年度の米銀籔いインパクト・回一ンの年次別計籔は不窮．短朗インパクト■ローンを除く
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とがある。後者はとくに親子ローンと呼ばれている。
　また，民間借款は，借り入れた外貨資金を円に転換して国内の設備投資等に
充当する「外・内ローン」と借り入れた資金を国内に持ち込まず，対外支払い
に充当する「外・外ローン」に分けられる。
　インパクト・ローンはユ970年代末まではほとんどが在日外銀による本邦企業
向け外貨貸付であった。在日外銀は，伝統的に貿易金融や外国為替業務を主業
としていたが，1950年に「外資法」（昭和25年法163号）が制定されると，本邦
企業への外貨貸付に力を入れることとなる。当初，インパクト・ローンは米ド
ル建てで行われたため，米ドル貸イ守（U，S，Doflar　Loan）と呼ばれていたが，
1660年代から「インバクト・ローン」と呼ばれるようになった。
　インパクト・ローンの語源は必ずしも明らかではないが，もともと世銀の用
語だといわれている。プロジェクト・ローンとインパクト・ローンを対比する
と，前者は開発計画（project）の遂行に必要な資材の輸入資金をまかなうため
の貸付であり，後者は，開発計画の実行中に生じた追加輸入資金や完成後の原
材料買付資金の貸付けとされている㈱。1950年代に世銀が南イタリアの電源開
発計画にかかわる追加輸入資金として与えた借款がインパクト・ローンの初め
とされている。
　しかし，日本でいうところの「インパクト・ローン」はそれとは赤なり意味
合いが異なっている。当時，マスコミを中心にインパクト・ローンとは，「使
途の制限されない外貨貸付」という理解がなされていたが，事実はそうではな
かった。インパクト・ローンの使途は原則として設備投資（ユ978年度から長期
運転資金も容認）に限られていたのである。
　その証拠に，大蔵大臣に提出する，インパクト・ローンの認可申請書（貸付
金債権取得認可申講書）には「貸付金の使途」を記載する欄が設けられていた
のである。したがって，イシパクト・ローンは使途自由ではなくかなりプロ
ジェクト・ローン的な性格の強いものであったといえよう。
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（日本工業規格A4〕
貸付金債権取得認可申請書
年和昭
臣
号???????第??様?? ???別
氏名又は商号その他の名称及び代表者の氏名代理人の氏名
㊥
住所又は本店　しくは主たる事務所の所在地
???（?????）
国　　　　　　籍
職業又は事業目的及び資本金
事務上の連絡先
下記の貸付金債権を取得することについて，外資に関する法律第13条第1項の規定
により，契約書（案）の写を添えて，認可を申請します。
氏名又ば商号その他の名称及び代表者の氏名
住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地???
職桑又は事業目的及び資本金
事務上の連絡先
表示通貨及び金額
取得の方法
利率及び利子の支払期　日
?????????????
兀本の償還の期限及び方法
担保その他の条件
貸付金の使途
種類送金希望額通貨時期送　　金　　事　　項
その他参考事項
申請者殿
日本銀行
認可番号認可年月日上記の申請は，
X皿一B－27（追98）
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　インパクト・ローンは法的には「貸付金債権」であり，その導入のためには
「外資法」第13条第1項の規定により，主務大臣の認可が必要であった。な
お，期間1年以内の貿易関連融資には「外為法」に基づく事前承認が必要で
あった。
　インパクト・ローンを含め，外資導入に対する政府の認可方針は，「日本経
済の自立とその健全な発展及び国際収支の改善に寄与する」（外資法第1条）
ことにあった。したがって，戦後の外貨不足時代，とくに国際収支が悪化し，
外貨準備の減少した時期には，インパクト・ローンは大いに歓迎された。しか
し，1960年代央からわが国経常収支の黒字とそれに伴う外貨準備の増加傾向が
定着するにつれて，外資導入の必要性が低下した。そこで1968年から，政府は
インパクト・ローンを抑制するため月毎に導入枠を決め，邦銀保証付きのイン
パクト・ローン（保証枠）は保証銀行に，銀行保証のないインパクト・ローン
（無保証枠）は借入企業へ割り当てる方式を採用した。この月間借入れ枠は，
「導入企業の資金需要，内外の金融情勢，借入条件，国際収支の動向等を総合
的に勘案し，妥当な規模で」鯛，大蔵省により決定されていた。
　インパクト・ローンの供与は，戦後日本経済に対する，外国銀行の最大の貢
献だといっても過言ではあるまい。インパクト・ローンは外貨貸付であり，外
貨はもとより，資金そのものが不足していた日本経済にとって，まさに干天の
慈雨にも等しいものであった。
　終戦直後，わが国の経常収支は赤字続きで，専ら米国の有償，無償の援助
（GARIOA，EROA等）鯛によってファイナンスされていたが，1950年以降援助
は急激に減少し，1952年以降はほとんど姿を消したのである。
3．インパクト・ローンの推移
　インパクト・ローン導入額は，内外の金融情勢（特に，わが国の外貨事惰と
内外金利差）や景気動向を反映して，変動した。
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（1）初期のインパクト・ローン
　米国系民聞銀行（米銀）在日支店による本邦企業向け米ドル建中長期インパ
クト・ローンは1952年に始まった。インパクト・ローンは，当初，海運会社に
対するタンカー建造資金として供与され，その後，造船，石油，鉄鋼メーカー
などへと拡大されていった。
　インパクト・ローン第1号は，平和条約発効直後の1952年7月，バンク・オ
ブ・アメリカが，三井船舶に対して，三井銀行の保証付きで供与した，タン
カー建造資金，米貨280万ドルであった㈹。当初，インパクト・ローンの貸し
手はバンク・オブ・アメリカ，借り手は本邦海運会社，保証は邦銀，というパ
ターンが圧倒的に多かった。1952～57年2月までに認可されたタンカー建造資
金調達のためのインパクト・ローンは第16表に示した通りである。
　インパクト・ローンが，当初タンカー建造資金向けで独占されていたのは，
当時，低利の政府資金は計画造船の対象であった一般貨物船にのみ利用可能で
あり，計画造船外のタンカー建造は全額，比較的高利の邦銀借入れ又は自己資
金に依存せざるをえない事情があったためである。インパクト・ローンの調達
コストは，金利のほか，コミットメント・フィー，借入実行・返済のための為
替売買差損及び邦銀保証料等の付帯費用を要するが，これらを加算しても資金
コストはわが国長期資金々利よりもはるかに安価だったのであるω。
　1950～60年代のインパクト・ローンは，貸し手は大手米銀，貸出通貨は米ド
ルに隈られ，すべて邦銀の保証付きであった。また，期問は3～5年で，金利
は固定金利，資金使途は設備投資（含船舶建造）資金に限られていた。
　インパクト・ローン導入額の推移をみると，1963～64年度には年間3～4億
ドル台であったが，日本経済が不況で国内金利も低下していた1965～66年度に
は1億ドル台に減少した。しかし，その後景気の回復とともに増加し，1968年
度には7億ドルを上回る導入が行われた。
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第16表　初期ρインパクト・ローンのプロフィール
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（単位；万ドル）
認可年月 貸手銀行 借入企業 保証銀行 金額 使途
1952．7 バンク・オブアメリカ 三井船舶 三井銀行 280タンカー建造
〃．12 〃 日東商船 日本興業銀行 200 〃
1953．3 〃 三井船舶 三井銀行 280 二く　皿
〃．3 〃 飯野海運 日本興業銀行 240 〃
〃，6 〃 電源開発 不　　　詳 700ダム建設
i鰯．ユ 紐育ナショナル・
シテイ銀行 大」協」石油
止〃 200タンカー建造
〃．9 バンク・オブ・ 丸善石油 三和銀行 300 4アメリカ
〃．ユ1 ファースト・ナショナル・シテイ銀行 東京タンカー 不　　　詳 400 ク
1956．ユ バンク・オブ・ 出光興産 〃アメリカ 1，000製油所建設
（出典）山中晴雄「外資借入と海運」（互海運』1957年4月）
　　渡辺公徳「外国銀行と日本」（『国際金融」ユ974年3月1日）
　その後，借入条件が悪化したこと，及び厳しい金融引締め効果の滅殺防止等
の観点から調整が行われたこともあり，1971年度まで，年間6億ドル前後で推
移した。しかし，1972年度及び73年度前半には外貨準備の急増に対処するた
め，導入を極力抑制する方針がとられたため，導入額は5億ドル台（1973暦年
では3億ドル強）まで減少した。
　1973年秋の石油ショックによる国際収支の大幅赤字化に伴い，1974年1見か
ら電力，ガス等の公共性の強い企業その他の重要産業を中心に大幅に導入を認
めることとなり，インパクト・口Fンは1974，75年度には20億ドルを超えるに
至った。しかし，1976年度は景気回復の中だるみ等による民間資金需要の大幅
後退を反映して，導入額は滅少した鯛。
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第17表　ユ976～80年問の貸付金債権取得状況
（単位：百万ドル）
1976 1977 1978 1979 1980
ユ～n月 12月
公的借款
米輸銀借款 203 120 48 13 3ユ4 314 ■
民間借款
中 外銀扱い分
ユ，759 1，450 1，524 2，028 2，248 2，086 162
長 （うち米銀） （1，089） （837） （773） （924） （950） （950） （一）
期 親子ローン 64 30 24 35 110 68 42
口1邦銀扱い分 ’ ■ 1 一 1，736 1，471 265ン
小　計 1，823 ユ，480 1，548 2，063 4，094 3，625 469
短 外銀扱い分 ■ ■ 一期
96 335 262 73
口 邦銀扱い分 一 ’ 一 384 2，591 1，246 1，3451
ン 小　計 ■ ■ ■ 480 2，926 1，508 ユ，418
合　　計 2，026 1，600 1，596 2，556 7，334 5，447 ユ，887
（資料）『第ユ回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版～第5回年報，昭和56年版
　1977年中は，前年に引き続き，景気回復の遅れにより，前年比26．8％減の14
億8，⑪0⑪万ドルであった㈱。1978年中における導入額は若干増加し，15億4，800
万ドルとなった。これは，同年4月以降，インパクト・ローンが長期運転資金
向けにも利用できることとなったためである幽。ユ979年には，申長期インパク
ト・ローン20億6，300万ドルのほか新たに，短期インパクト・ローン（同年6
月から認可）が4億8，000万ドル導入された㈹。（第17表参照）
（2）1968～79年のインパクト・ローンの特徴
　1968年においては，インパクト・ローンの貸手銀行は，バンク・オブ・アメ
リカ，チェース・マンハッタン銀行㈹，ファースト・ナショナル・シティ銀
行吻，コンチネンタル・イリノイ銀行（1964年支店開設）の米系4行であっ
　I2
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た。1968年中のインパクト・ロー■ン供与は，総額1億4，800万ドル（66件）で
あり，年末残高は3億6，500万ドルに達した。
　インパクト・ローンの貸付先は邦銀の斡旋によるものが多く，外銀の企業審
査能力が不十分なこともあって，いずれも邦銀の保証付きであった。貸付期間
は大体3～5年であるが，なかには5年をこえるものもあった。貸付金利につ
いては，3年もの7．25％（実質8％），5年もの7．5％（同8．25％）に規制され
ていた鯛。
　1960年代末には，外貨の急増を抑制するため，毎月，インパクト・ローンの
総枠が決められるようになり，さらに1970年代に入ると，外銀数の増加，変動
相場制移行に伴う為替リスクの増大，金融自由化の進展に伴う金利変動リスク
の増大などの事情を反映して，インパクト・ローンの貸手銀行，貸出通貨，借
入企業，邦銀保証，金利決定方式などさまざまな点で大きく変化した。
　1970年代に欧州系銀行の市場参入によって，米銀の市場シェアは，1970年代
末までに半減した（ユ980年には邦銀も参入する）。
　欧州系銀行の参入に伴って，欧州諸国通貨も貸出通貨に使用されることとな
る。また，金利の変動が激しくなったため，固定金利からユー口市場金利
（LIBOR）をべ一スとする変動金利へ移行しれさらに，外銀間の競争激化を
反映して，銀行保証は次第に姿を消すこととなったのである。
　この間，政府の規制緩和も進み，1978年4月には資金使途として従来認めら
れていた設備資金に加えて長期運転資金向けが認められ，79年6月には期間1
年以内の短期インパクト・ローンが外銀と邦銀の双方に認められるに至った。
　いま，1976年申のインパクト・ローンをみると導入額18億2，300万ドルの
96．5％が本邦企業の外銀からの借入れであり，3．5％が親子ローンであっれ
また，外銀借入れの94．1％は外・内ローンで，5．9％が外・外ローンであった。
　インパクト・ローンの貸手銀行（外銀）を国籍別にみると（金額べ一ス
で），米国系61．9％，英国系7．8％，西ドイツ系7．2％，スイス系6，7％，フラン
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ス系5．2％，カナダ系3．7％，ルクセンブルグ系2．7％などとなっていた。親子
ローンの貸手（親会社）を国籍別にみると，米国系45．3％，バミューダ系19．7
％，英国系11．1％，スイス系10．2％，フランス系5，3％，オランダ系2．3％，西
ドイツ系2．2％，などである。
　また，外国銀行からの借入れを，在日支店と海外店に分けてみると，海外店
の比率は19．8％となっている。
　次に外銀からの借入れを通貨種類別にみると（件数べ一スで），米ドルが
95．7％と圧倒的に多かったが，ドイツ・マルクが3件，スイス・フランが2件
あった。親子ローンでは，米ドルが74．4％を占め，スイス・フラン，オラン
ダ・ギルダー各2件，西ドイツ・マルク，ベルギー・フラン各1件，自由円19
件となっている。
　金利決定方式についてみると，固定金利はわずか5件（金額比0．6％）他は
すべてユーロダラー金利（3，6，9または12か月金利）十スプレッドの変動
金利であった。借入期聞は，外銀借入れでは5年が最も多く93．7％，3年超～
5年未満O．7％，5年超7年未満が5．6％であった。
　1976年中における外銀からの借入れ条件をみると61．9％（外・内ローンにつ
いては62．3％）が本邦銀行の保証付きであり，残りは無保証であった。無保証
ローンのほとんどが無担保であるが，借入企業の財務内容等により有価証券等
を担保に入れているもの，または担保留保のもの（将来，借入企業の財務内容
が悪化した場合，ただちに担保を設定することを定めたもの）も若干あっ
た㈹。
　1976年中のインパクト・ローン導入企業を産業別にみると鉄鋼業（13社）
48．6％（大手5社では34．9％），造船業（11社）16．3％，化学工業（31社）9．9
％などとなっている。インパクト　ローン導入のとくに多い鉄鋼大手5社の内
訳は第18表に示した通りである。
　1976年度末における本邦企業の外銀借入れ残高の上位陣は鉄鋼メーカーであ
　ユ4
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第18表　1976年度の鉄鋼大手5社のインパクト・ローン導入実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千ドル）
保証枠 無保証枠 計
新　日　本製鉄 ユ00，600 89，000 189，600
日　本　鋼　管 58，400 52，000 110，400
川　崎　製　鉄 52，900 52，000 104，900
住　友　金　属 62，900 52，000 1ユ4，900
神　戸　製　鋼 44，里00 5ユ，000 95，400
合計 319，200 296，000 6ユ5，200
（出典）産業金融通信社集計
第19表　外国銀行・外国企業からの借入金が多い会社（1976年度末残）
会社名 外銀等からの借入金 総借入金に占める外銀借入金の割合1新日本製鉄 148，876百万円 10．8％2三井物産 11ユ，692 6．33神戸製鋼所 106，753 ユ8．44住友金属工業 104，353 12．55東京電力 99，522 9．0
6関西電力 97，156 ユ2．O7三菱商事 83，813 6．28川崎製鉄 82，113 10．99日本鋼管 82，014 9．4ユ0 日本航空 79，005 54．ユ
11日商岩井 ？4，325 ユ2．312兼松江商 73，885 21．3ユ3 住友商事 73，751 11．8ユ4 三菱重工業 73，ユ52 10．015伊藤忠商事 70，682 7．5
16石川島播磨重工業 6ユ，600 9．6
17丸善石油 60，725 18．0ユ8 全日本空輸 52，870 壬7．419丸　　紅 5ユ，ユ75 4．920川崎重工業 45，250 13．9
2工 三菱化成工業 4ユ，798 ユ0．522住友化学工業 4L323 ユ8，123日’綿実業 39，346 13，O24日立造船 34，555 10．725住友重機械工業 3！，700 14．3
（出典）『東洋経済統計月報』ユ977年ユユ月
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り，鉄鋼大手5社はいずれも外銀借入れランキングのトップ・テンに名を貫ね
ている。これに続くのは，大手商社，電力会社，航空会社，重化学工業企業で
ある（第19表参照）。
　このうち，外銀借入比率の上位に航空会社が位置しているのは，航空機輸入
代金に対して米国輸出入銀行から融資を受けているためである。ちなみに，日
本航空及び全日空の米国輸出入銀行からの借入残高は，それぞ汕68億6，800万
円，303億1，400万円で，いずれも外貨借入金残高の過半を占めていた。
（3〕1980年申のインパクト・ローンの特徴
　インパクト・ローンに関する規制は1978～79年間に大幅に緩和されたのに続
いてさらに，1980年3月，邦銀にも中長期インパクト・ローンの取り扱いが認
められることとなった。さらに，ユ980年12月1日，新外為法（昭和54年法65
号）の施行に伴い，インパクト・ローンが自由化され，銀行扱い分は認可申請が
不要となった。この結果，1980年中のインパクト・ローンはそれまでとは様変
わりとなった。
　1980年申のインパクト・ローン供与額は，中長期ローン40億9，400万ドル，
短期ローン29億2，600万ドル，合計70億2，000万ドルにのぼった。これを同年
1～ユ1月導入分と12月分とに分けて考察しよう。
（A）1980年1～11月のインパクト・ローン
　（イ）外銀扱い中長期インパクト・ローン
　新外為法施行前の1月～11月の申長期インパクト・ローン認可額は36億
2，500万ドル，うち，外銀からの導入額が20億8，600万ドル，邦銀からの導入額
が14億7，100万ドル，残り6，800万ドルが親子ローンであった。また，「外・
外」，「外一内」に分けると全体の96．8％が「外・内」ローンであった。以下，
外銀扱いインパクト・ローン（20億8，600万ドル）について，貸手銀行を国籍
　16
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第20表　インパクト・ローンの貸出通貨別構成比
　　　　　　（ユ980年1～1ユ月分）
17
中長期インパクト・ローン
短期インパクト・ローン
外銀扱 邦銀扱
米 ド ル
　％56，4 　％20．2 　％62．6
スイス フ　ラ　ン 24，O 74．5 28，9
西ドイツ・マルク 14．8 4，7 6．4
サウジ リ　アル 4．1 0．2 一
クウェート・デイナール 0．3 0．4 1．3
そ の 他 0．4 一 0．8
合 計 100．0 100．0 100．0
（出典）『第5回犬蔵省国際金融局年報』昭和56年版
別にみると（金額べ一ス），米国系が45．5％，次いで西ドイツ系17．8％，フラ
ンス系12．9％，英国系12．7％，スイス系4．4％，ベルギー系2，4％と続いてい
る。1970年頃まで，インパクト・ローン市場を独占していた米国系銀行のシェ
アがついに50％を割り，欧州系銀行の攻勢が顕著である。
　次に貸出通貨についてみると，第20表に示したように米ドルが56．4％，スイ
ス・フラン24．0％，ドイツ・マルク14．8％，サウジ・リアル4，1％の順となっ
ており，このほか，クウェート・デイナール，バーレン・ディナールなど産油
国の通貨もみられる。ここでも，かつてインパクト・ローンの唯一の貸出通貨
であった米ドルが，欧州諸国通貨に著しく蚕食され，中東産油国の通貨まで登
場したのが注目される。貸出通貨の多様化は，借入企業の為替リスク対策の一
環であり，サウジ・リアル建ローンは，中東向けプラント輸出に伴う為替リス
ク回避のため，1977年7月に日立造船が導入したのが最初であった㈹。
　金利設定方式は，ほとんどが変動金利であり，ユー口市場金利（LIBOR）に
一定幅のスプレッドを上乗せする方式をとっている。スプレッドは，0，75ポイ
ントから0，375ポイントにわたっているが，大部分が0．5ポイント周辺に集中し
ている（第21表参照）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ7
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第21表　インパクト・ローンのスプレッド分布
（単位：％〕
1980年1～11月 1980年12月
スプレツド 中長期ローン 短期ローン 中長期ローン 短期ローン
外銀 邦銀 外銀 邦銀 外銀 邦銀 外銀 邦銀
0，25 35．0 0，4
O．375 3．7 26，6 1．8 42．0 47．5
O．4375 21，7
0．5 64．O56．326．886．036．837．439．1 86．4
0．625 8．0 27．9 7．5 7．3 27，7 7．8 5．9
O．6875 0．9
O，75 1．2 13．0 3．7 6．3 22．9 5．9
01875 0，5
その他 1．4 1．4 4．1 0，8 14．9 ユ2．0 5．6 1．8
合計 100．0100．0100．O100．0100，0100．O100，0100，O
（資料）『第5回大蔵省国際金融局年報』昭和56年版
　また，借入企業をみると，鉄鋼業（19％），造船業（18％）が引き続き，2
大借入産業であり，機械工業（10．9％）がこれに続いている。
（口）邦銀扱い中長期インパクト・ローン
　1980年3月の解禁以来，同年11月までの邦銀扱い中長期インパクト・ローン
認可額は14億7，100万ドルであった。解禁直後の4～6月においては，月問平
均3億ドルの高水準で推移し，月平均2億ドル前後の外銀扱いインパクト・
ローンを大きく上回った。この高水準の背景には，国内金融がタイトな状況の
下で企業の資金需要が旺盛であったこと，邦銀が新分野に積極的に取り組んだ
こと，などの事情があった。7月以降については，内外金利差の拡大，緩やか
な円相場上昇局面が続いたこと等により，落ち着いて推移した。
　1980年11月までに認可されたインパクト・ローンの貸出通貨をみると，スイ
ス・フランが74．5％で抜群に高く，続いて米ドル20，2％，ドイツ・マルク4．7
％，クウェート・デイナール0．4％，サウジ・ディナール0．2％となっている。
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また，スプレッドは，0．25ポイントから0．75ポイントに分散しているが，0．5
ポイントが全体の半分以上を占めている。しかし，外銀に比べると若干高めに
なっているのは否めない。
（ハ）短期インパクト・ローン
　短期インパクト・ローン（期間1年以内のもの）は，從来，認められていな
かったが，1979年5月の資本流入規制緩和措置の一環として，同年6月から申
講が受理されることとなったものである。認可に際しては，中長期インパク
ト・ローンと同様に，外国為替市場の動向及び国内金融情勢等を考慮して，弾
力的に扱われていたが，1980年ユ2月からは中長期インパクト・ローン同様に原
則自由（銀行以外の居住者聞の外貨貸借を除いて認可不要）となった。
　1980年1月～1ユ月中の短期インパクト・ローン認可額はユ5億800万ドル，月
平均1億3，700万ドルであった。これを貸手銀行別にみると，邦銀が82．3％と
圧倒的に多く，外銀は17，7％である。貸出通貨別では米ドル62．6％，スイス・
フラン28．9％，ドイツ・マルク6．4％，クウェート・ディナール1．3％，その他
（マレーシア・ドル，シンガポール・ドルなど）0，8％となっている。
　スプレッドについてみると，外銀の場合，O．25ポイントが35．0％，0，5ポイ
ントが26．8％，O．375ポイントが26．6％，0，625ポイントが7．5％を占めてい
た。邦銀の場合，0．5ポイントが86．0％，0，625ポイントが7．3％，0．75ポイン
トが3．7％，0，375ポイントが1，8％，0．25ポイントが0．4％となっており，外銀
よりも若干高かった。
　なお，公的借款（タイド・ローン）の認可は，ユ980年1～11月中に3億
1，400万ドルにのぽった。このうち，3億253万ドルは航空機購入資金であり，
その他は現地法人に対する株式取得資金や増資払込資金等であった。
（B）1980年12月申のインパクト・ローン
新外為法施行直後の1980年12月中のインパクト・ローン導入額は18億8．700
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万ドルという記録的規模に達した。このうち，中長期ローンが4億6，900万ド
ル，短期ローンがユ4億ユ，800万ドルであった。特に，短期ローンは，同年ユ～
11月中の導入額に追る規模であった。
　こうした飛躍的増加の原因は，①年末の資金需要期であったこと，②新外為
法施行に伴って導入が自由化されたこと，③国内資金の借入れに比べて外貨借
入れがやや有利になったこと，などが指摘されよう。
（イ）中長期インパクト・ローン
　1980年12月中の中長期インパクト・ローン導入額は上述のように4億6，900
万ドルで，このうち外銀扱いが1億6，200万ドル，邦銀扱いが2億6，500万ド
ル，親子ローン4，200万ドルであった。金利スプレッドをみると，外銀の場
合，0，5ポイント未満が42．0％，O．5ポイントが36．8％，0．75ポイントが6．3％
であった。しかし，邦銀の場合，外銀より若干高く，0．5ポイントが37，4％，
0，625ポイントが27．7％，0．75ポイントが22．9％を占めていた。
　期間別にみると，4年超～5年以内が57，2％，2年超～3年以内が24．2％，
1年超～2年以内が7．9％，5年趨～7年以内が5．7％，その他4．7％であった。
（口）短期インパクト・ローン
　1980年12月中の短期インパクト・ローンの供与額は14億1，800万ドルであ
り，うち外銀扱いが7，300万ドル，邦銀扱いが13億4，500万ドルであっれ金利
スプレッドをみると，外銀の場含0．5ポイント未満が47．5％，0，5ポイントが
39．ユ％を占めていた。一方，邦銀では，0．5ポイントが86．4％で圧倒的に多い
が，0．5ポイント未満はなく，やはり外銀より少し高めであった。
　期間別では，1か月以内が28．0％，1か月超～2か月以内が6．2％，2か月
超～3か月以内が26．2％，3か月超～6か月以内が2ユ．1％，6か月超～12か月
以内が18．5％であった。
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V　為替・金融市場の創設
　平和条約発効後，1980年までに新たに開設された金融・為替関連市場に，東
京外国為替市場，円建外債市場，手形売買市場，東京ドル・コール市場，譲渡
性預金（CD）市場がある。外銀にとって，東京ドル・コール市場は余剰外貨
資金の一時的運用の場であるが，外国為替市場，手形売買市場，及びCD市場
は円資金の調達上重要な市場である。
（1）東京外国為替市場
　1952年7月，東京外国為替市場が再開されたが，当時は，厳しい為替管理下
にあり，民間の銀行，企業，個人は外貨の保有が認められず，取得した外貨は
すべて外国為替銀行を経由して日本銀行へ集中させる，外貨集中制が採用され
ていた（1972年4月迄存続）。このため，外国為替取引は，日本銀行を一方の
当事者とするものが大半であった。しかし，その後，為替管理が漸次緩和され
たうえ，1960年代半ば以降，外国銀行の円貨貸出に対する需要が高まると，外
銀は海外で調達した外貨を東京外国為替市場で売却（円転）し，円資金を調達
することとなる（但し，先物買いでカバー）副。
　為替相場は，ユ949年4月，1ドル＝360円の単一為替レート（固定相場制）
でスタートした。ユ971年12月のスミソニアン含意で308円に改訂されたが，
1973年2月には変動相場制へ移行した。この聞趨勢的には円高・ドル安傾向を
たどったため，ドルが先安のケースが多く，外銀の行うスワップ（ドルの直物
売り・先物買い）は利益を生み，円の調達コストを引き下げる効果をもった。
　しかしながら，為替相場の変動が日常茶飯事となり，それだけ為賛取引に伴
うリスクが大きくなったことは否めない。
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（2）円建外債市場
　円建外債（サムライ債）とは，非居住者がわが国資本市場において発行する
円建債券で，1970年ユ2月に第ユ回アジア闘発銀行債（60億円）が発行されて以
来，国際機関，外国の政府・政府機関を中心に発行されている。円建外債は無
担保債であり，国内債市場に大きなインパクトを与えることとなった。
　円建外債の発行は，わが国の資本市場の健全な発展及び国際的な資本交流を
促進する見地からみて有意義なものであるが，秩序ある発行を維持するため，
政府は発行に関してさまざまの規制を設けた。具体的には，わが国市場の健全
な発展及び投資家保護の視点から，当初安全かつ確実な銘柄，即ち，国際機
関，外国政府，外国地方政府，外国政府機関の発行するものに限定していた。
しかしながら，国際協力の観点から，開発途上国の起債に対しては好意的な配
慮が払われていた㈲。
　円建外債の発行は，第1次石油ショックに伴う市場環境の悪化から，1977年
半ばまで振るわなかったが，77年後半から78年前半にかけて，国内金利水準の
低下等から，発行額が増大した（第22表参照）。しかし，その後再び低調で，
本格的な市場拡大は，1980年代半ばに発行ガイドラインが緩和された後とな
る。
　なお，非屠住者が本邦外で発行する円建債，員口ち非居住者ユー口円債が1977
年4月から認められ，欧州投資銀行（EIB）の発行したユ00億円がその第1号
となった。同市場も1980年代後半から拡大をみる㈱。
（3）手形売買市場
　手形売買市場は，從来コール市場で取引されていた比較的長期の取引（月越
物）を分離し，ユ971年5月に創設されたインターバンク市場である。コール市
場が国債等の担保付取引であるのに対し，手形売買市場は，文字通り，手形の
売買を通じて資金を貸借する市場である㈱。
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第22表　円建外債及び非居住者ユー1］円債発行状況
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円建外債 非屠住者ユー口円債
年 件数 金額 件数 金額
1970 1 60
71 3 330
72 7 957
73 9 80ユ
74 0 0
75 2 200
76 6 650
77 18 3，260 2 300
78 40 8，270 1 150
79 22 4，002 2 250
80 ユ4 2，610 4 550
計 122 21，ユ40 9 1，250
（出典）『第5回大蔵省国際金融局年報』
　　　昭和56年版　108～1ユ0ぺ一ジ。
　手形売買市場は，元来，金融機関相互の資金ポジション調整の場であるが，
1972年6月から，日本銀行の手形買いオペレーションが実施され，日銀の金融
調節の場ともなっている。外国銀行は，1972年に円転規制が強化された見返り
として，1973年から手形売買市場への参入が認められた。この結果，外銀は，
手形割引あるいは手形貸付によって取得した手形を，手形売買市場で売却する
ことによって，円資金の再調達が可能となったのである。
　手形売買市場で取引される手形は，①金融機関以外の企業が振り出した優良
な商業手形，工業手形，単名手形，貿易手形，円建て期限付輸出入手形（以
上，原手形という），又は，②上記の手形を担保として金融機関が振り出した
自己引受かつ短資会社を受取人とする為替手形（いわゆる表紙手形），とされ
ているが，実際には，②がほとんどを占めてい乱
　譲渡方式は裏書方式であり，最低取引単位は市場慣行として1，O00万円だ
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が，通常はユ0億円以上の取引が主流となっている。貸借期間は，当初，ユか月
物，2か月物，3か月物，及び4か月物に限られ，金禾聰は建値方式により決定
されていた。
（4）東京ドル・コール市場
　東京ドル・コール市場は，1972年4月，「外為法」（昭和24年法228号）に基
づいて，為替銀行問の短期的な外貨資金過不足の調整を目的として設立された
市場である鯛。貸借期間は当初6か月以内に限定されていたが，1980年12月，
改正「外為法」により，期間制限が撤廃された。
　東京ドル・コール市場は，外国為替市場と直接結びついているわけではない
が，外国為替銀行の外貨資金繰り操作を円滑にし，外国為替市場の発展にとっ
て重要な役割を果たしている。ドル・コール市場は，もともとごく短期の外貨
資金の過不足調整の場として活用されてきたが，それのみではなく，手近な外
貨資金運用一調達の場としても機能しており，1980年中の出来高は1899億ド
ル，同年末の市場残高は117億ドルに達した（第23表参照）。外国銀行は主要な
第23表　東京ドル・コール市場の規模
出来高 市場残高
（年聞） 前隼比増 （年末） 前隼比増
ト’ ％ j ％1972 56 ’ 4 173 188 235．7 7 105．7
74 329 75．O 13 77．8
75 418 27、ユ ユ3 1．6
76 450 7．7 12 一5．4
77 538 19．6 14 9．8
78 692 28．6 27 100．0
79 1，259 81．9 49 83．0
80 1，899 50．8 117 136．O
（出典）日本銀行金融研究所『新版わが国の金融制度j
　　　昭和61年　173ぺ一ジ
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資金供給者であり，海外店をもたない本邦為銀が資金の主要な取り手である。
　東京ドル・コール市場に参加できるのは，本邦所在の外国為替公認銀行（邦
銀及び外銀）と為替ブローカーである。市場取引は，貸借取引の形をとってい
る点でユー口市場取引（預金取引の形式）と異なるが，無担保取引である点は
同じである。市場の名称は「東京ドル・コール市場」となっているが，取引対
象通貨に制限はない。もっとも，実際にはほとんど米ドル建取引となってい
る。取引は原則として，為替ブローカー経由で行われ，最低取引単位は，10万
ドル（相当額），資金の受渡は取引銀行間の外貨預金勘定により，通常翌営業
Elとなっている。
（5）譲渡性預金（CD）市場
　CD（Negotiab1e　Certificate　of　Deposit）は，その名の通り，譲渡可能な定期
預金であり，金融摩擦（後述）を背景に内外の金融機関の強い要請をうけて，
ユ979年5月から本邦でも発行が認可された（「臨時金利調整法」昭和22年法18ユ
号の適用除外）。米国ではユ96ユ年にCDが開発され，邦銀もCDを発行してい
た。また，日本では公社債現先市場への預金流出に，邦銀が危機感をもってい
たのである。
　しかし，CDを導入するに当っては，既存の短期金融市場に急激な影響を与
えることを避け，CDの円滑な発展を図るため，当初CDの最低発行単位を5
億円，預入期間を3か月以上6か月以内とし，各金融機関に発行限度が設けら
れた発行限度は，本邦銀行の場合，自己資本の25％（但し，1979年中は経過
措置として，4～6月は自己資本のユ0％，7～9月15％，10～12月は20％）を
限度とする。また，在日外銀は，同一銀行の在日支店分を含算し，円建の貸出
及び宥価証券残高の合計額の10％（但し，これが30億円未満のときは30億円）
を発行隈度と定めれ
　在日外銀については，持込資本金制度をとっていないところから，限度額の
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基準を何に求めるかが問題となったが，在日外銀の基本的な資金運用方法であ
る円建の貸出と有価証券投資の額をべ一スとすることとなった。また，在日外
銀が円資金の調達に苦心している状況等を考慮し，邦銀に比べて有利な10％と
いう隈度を設けたほか，最低30億円の枠を認めることとしたのである㈱。
　その後，1980年3月には，①CD認可以来順調に拡大してきたCD市場の規
模が引き続き拡大していくことがCD導入の本旨に沿うと考えられること，②
CDに対する内外の需要が根強く，CD市場の規模の拡大が円の国際化にも資
すると考えられること等の理由により，発行限度を自已資本の50％（外国銀行
については円建貸出及び有価証券残高の20％）に拡大し，從来からの四半期毎
の漸増方式は踏襲するという銀行局長通達が出された（第24表参照）。
VI外銀の収益悪化と金融摩擦
1970年代半ばから，在日外銀の経営環境が悪化したことはすでに指摘したと
ころであるが，それに対応して，金融摩擦，課税紛争，早期希望退職などさま
ざまな問題を発生させることとなった。
第24表　CDの発行限度額
邦銀（自己資本比％） 外銀（円建資産比％）
1979年4～6月 10
7～9月 15
10～12月 20
工O
1980年1～3月 25
1980年4～6月 30
7～9月 35
10～12月 40 20
1981隼1～3月 45
4月以降 50
（注）円建資産は円建貸出及び有価証券の合計額
（出典）大蔵省r第29回銀行局金融隼報』昭和55年版　14ぺ一ジ。
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　在日外銀は，かつて高度成長期には，本邦企業の旺盛な資金需要を背景に順
調に業容を拡大し，好収益をあげていた。しかし，石油ショック後，わが国経
済の低成長期への移行に伴い，収益環境は一段と厳しいものとなってきた。本
邦企業にとって，外銀は資金の隈界的供給者であり，外銀借入れは邦銀借入れ
を補完する役割を果たしていたからである。
1I金融摩擦
　在日外銀は，経営環境が厳しくなり，從来のような高収益を期待できなく
なったため，在日外銀が邦銀に比べて不当に差別されているとか，わが国市場
が閉鎖的である，といった批判を高め，わが国の金融慣行や当局の規制に対す
る不満を顕にしてきた。
　外銀の不満が高まるなか，ユ978年5月，米国サンフランシスコ連銀のジョ
ン・パレス総裁やECのチューゲンダート委員一行が相次いで来臼し，在日外
銀をめぐる諸問題について日本政府と協議を行った。また，1979年1月米国下
院歳入委員会貿易問題小委員会日米貿易作業部会（ジェームス・ジョーンズ部
会長）より日米貿易に関する問題点を調査・検討した，いわゆる「ジョーンズ
報告」が発表された。
　ジョーンズ報告は貿易に関する事項のほか，金融の分野を含んでおり，在1ヨ
外銀に対する差別として，次の5点をあげていた。
　1）在日外銀は，東京手形交換所・全銀データ通信システムから排除されて
　　いる。
　2）債券やCDの発行が禁止されている。
　3）店舗数は1店舗に制隈されており，預金受入れにも行政指導がなされて
　　いる。
　4）消費者金融業務の拡大（消費者金融会社の設立）を制限されている。
　5）日本の金融機関の買収が禁止されている。
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（1）外銀側の主張
　一方，わが国においては，1978年11月，金融制度調査会（大蔵大臣の諮問機
関）の「銀行監督小委員会」が在日外銀から4名の参考人を招き，意見を聴取
した。以下はその概要である。
（A）J．B．ウイスラー参考人（バンク・オブ・アメリカ・アジア本部長）
　今日の日本は，世界の経済大国の一員としての地位にふさわしい近代的金
融制度を必要としている。われわれが強調したいのは，国籍を問わず，すべ
ての銀行が同じ土俵の上で競争できるような，差別のない，オープンで自由
な金融制度の実現であり，そのため具体的には以下の事項の実現を強く望み
たい。
①在日外銀にもCDの発行を認めること，また債券の発行を認めること
②本邦金融機関からの預金の受入れを自由化すること
③自由円預金に対する増加準備率の緩和及びスワップ枠（円転枠）の増枠
④円貨及び外貨による海外貸付の自由化と日本輸出入銀行の協調融資への参
　加を認めること
⑤外国為替持高限度額の増額
（B）H．J．ベック参考人（ドイツ銀行東京支店長）
　円の国際化は，日本の政府及び企業の努力により着々と進んでいる。東京
市場が十分に自由で魅力的な国際的円の中心市場であるためには，外国為替
市場及び海外貸出に関する規制はできるだけ撤廃されるべきであり，また金
融資本市場の自由化を推進し，必要な金融手段の導入に着手せねばならな
いo
　また，在日外銀にとって非常に重要なこととして，「競争的な」資金調達
の必要性を強調したい。在日外銀は一般個人預金を扱うことがほとんどでき
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ない。このためにわれわれは円資金調達の大部分を手形売買市場に依存して
いる。
　コール取引に関して，なお一層弾力化されるよう配慮が望ましく，また，
CD発行により競争力を増加させたい。円転枠については，今後さらに調整
がなされることを望む。
　なお，ユニバーサル・バンキング制度が非常にうまく機能している国から
来た銀行家として，商業銀行業務と投資銀行業務との分離は将来廃止される
ことを望む。
（C）A．Kプリンドル参考人（モルガン銀行東京支店長）
　今迄のところ，在日外銀の役割は特殊化されたものであり，当局の個別認
可によるインパクト・ローンを主要業務としてきたが，今や日本が資金不足
の高金利国から低金利の資本輸出国に移行しつつあることに伴い，今後，外
国銀行としては，①国内においては，ドル建取引を主とする銀行から円建取
引を主とする銀行に転換すること，②日本の金融市場の国際化過程に参入
し，同市場のより効率的な体系化に貢献すること，③日本企業の対外直接投
資を支援すること，の三つの活動分野を指向しなければならない。
　そのためには，日本の金融制度について，第1に金利の自由化，第2にオ
フショア米ドル市場が東京に開設されるよう提案する。域外米ドル市場の育
成のために，行政当局としては，①非居住者預金の利子所得に対する源泉課
税の免除，②非居住者預金に対する準備預金制度の遺用除外，③在日金融機
関の対外貸付で，日本に還流しないものについての自由化，の三つの施策が
必要であろう。
　最後に，金利自由化の提暗と並行して，CDの創設と銀行間の多角的な資
金取引の拡大を提案したい。さらに，将来の問題として，金融債の発行がよ
り多様な金融機関に認められるべきであろう。
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（D）J，S．W．クームズ参考人（ナショナル・ウエストミンスター銀行日本地
　域総支配人）
　今後，景気の回復が進めば借入需要の増加が見込まれ，また日本企業の財
務管理が高度化するにつれて，外国銀行も日本の金融界との業務協調の場が
自ら増えてくるであろう。
　日本の金融制度及び金融行政に対する意見として，以下の諸点をあげてお
きたい。
①金利体系は，徐々に他の金融センター並みに弾力化されることを期待した
　い。
②CDの導入は，当行も歓迎する。
③円の短期金融市場について，最近一部弾力化が図られているのは評価でき
　る。
④円転による円資金調達については少なくとも内外金利差によって逆鞘が生
　じるような場合には，地場金融市場への参入が自由に認められ，かつその
　取入れが円滑に行いうるよう，一層の配慮が望まれ乱
⑤海外向けの外貨貸付に対する規制も，逐次ロンドン，ニューヨーク並みに
　緩和が図られるべきである。
　なお，日本の行政当局あるいは邦銀との連絡を定期的にもつことは支店業
務の大切な一面と考えているが，意思疎通の場として外銀協会を作る必要は
ないと思う。
（2）EC委員の問題提起
ECのチューゲンダート委員と日本政府当局との聞で話し合われた主な点
を，新聞報道などから集約すれば，次の通りである㈲。
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①円資金調達上の問題
　イ）金融債・CDの発行
　口）円転規制の緩和
　ハ）コール・手形市場資金の取入れ
　二）日銀信用の利用
　ホ）輸入手形決済制度の利用
②貸出面での問題
　イ）円建シンジケート・ローンヘの参加
　口）輸銀協調融資への参加
③支店新増設の規制緩和
④本邦金融機関への資本参加
⑤在外資金のコスト査定間題
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　これらの諸点は，そのまま在日外銀の当面する問題であった。以下，その主
要な点を検討することとしたへ
（A）CD，金融債の発行
　CDは，1961年に米国のファースト・ナショナル・シテイ銀行（1976年シ
ティバンクと改称）により關発されたが，1973年に米国の金利規制の対象外と
なってから，銀行の有力な資金調達源となっており，その後，ロンドン，シン
ガボールなどのオフショア市場でも盛んに発行されている。
　米銀が，日本におけるCDの発行を強く求めていた理由は二つある。一つは
円資金の調達源に困っていたこと，二つ目は邦銀がニューヨーク市場で盛んに
ドル建CDを発行し，ドル資金の調達を行っていたこと，・にある。
　1978年には，外銀を含めて，銀行が日本国内でCDを発行することは認めら
れていなかったが，「金融問題研究会」（銀行局長の私的諮問機関）をはじめ都
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市銀行などからもCD発行解禁要請が高まり，1979年5月から内外銀行ともに
CDの発行が認められるに至ったのである。
　金融債（金融機関の発行する社債）は，1978年3月，米国のシティコープ
（シティバンクの持株会社）から，ニューヨークの日本総領事館を通じて，大
蔵省に対して，「融資活動の原資を調達するため，円建債を100億ないし150億
円発行したい」旨要請してきたものである闘。これに対して，大蔵省は「邦銀
でも一部の債券発行銀行を除き，金融債の発行は認めていない」として，難色
を示していた。米国においては，銀行の債券発行は認められていないが，親会
社たる銀行持株会社には認められている。欧州では，銀行の債券発行は概ね自
由であるが，西ドイツのように，一部の銀行に限定されているところもある。
本邦銀行の場合，大蔵省の行政指導により，国内と同様欧米市場においても，
長期信用銀行と東京銀行およびその現地法人以外の外債発行は認められていな
かった。
　シティコープの円建起債の狙いは，まず円の金利が低い時に日本国内で長期
の融資活動資金を確保しておくことにある。在日外銀は本国から取り寄せた外
貨を為替市場で円に転換するのに一定の枠（円転枠：直物持高規制枠）を設定
されており，しかも円高でこの枠が実質的に縮小し，新たな円資金調達源が必
要となっていた。また，同行は，東商アジアや欧州で金利の低い円資金に対す
る借入れ需要が増えているため，円を使った新しい国際融資戦略の一環とし
て，東京での起債を企てたものである。
（B）円転規制の緩和
　邦銀と異なり，外銀は一般大衆預金を集めることが困難なため，海外から取
り入れた外貨を東京市場で円に転換し，これを円貨貸出に充当している。在1ヨ
外銀が円貨貸出に本格的に乗り出す以前には，円転換の必要性は乏しかった
し，円貨貸出が本格化してからも，わが国の外貨準傭が不足がちであった頃に
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は円転は歓迎されることはあっても，抑制されることはなかった。しかし，
1960年代後半に入って国際収支の黒字が定着してきたため，外資流入抑制策の
一環として，外銀の円転換に対しても次第に規制が加えられるようになったの
である。
　まず，1970年2月から各行の月間増加額が規制されるようになり，次いで
1972年3月には，前月末残高以上の円転が禁止された。その後，石油ショック
後の国際収支悪化もあり，円転枠は数次にわたり増枠され，1980年ユ月以降，
在日外銀全体では約43億ドルに達した。
（C）コール・手形市場資金の取入れ
外銀の円資金調達には制約が多いため，当局は，1970年7月から，外銀がそ
れまで認められていなかった短期金融市場（当初はコール市場のみ）から資金
を調達することを認めることとした。しかし，当時はあくまでも一時的な資金
ポジションの調飾のためであり，常時資金取入れが認められるようになったの
は，円転枠が設定された1972年3月以降である。
　その後も短期金融市場からの資金取入れは自由ではなく，ポジション指導と
称する臼銀の厳しい監視下におかれ，一般にコールの取入れより，手形の売却
（手形市場資金の取入れ）を優先するように指導されていた。このため，コー
ル資金を放出している場合には，手形の売却は認められなかった。また，両市
場から資金を取入れるような場台，コールと手形資金を1対3の割合とするよ
う指導されていた。このようにコール，手形市場は日銀の監視下にあったた
め，金利も市場原理によって決定されているとはいいがたく，市場をもっと
オープンにし，当局の行政指導も徐々に廃止すべし，との声が高まっていた。
（D）日銀貸出と輸入決済手形制度の利用
在日外銀による1ヨ銀借入れは一定の条件の下に認められる建前となっていた
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が，実際にはほとんど利用されていなかった。もちろん，在日外銀の場合でも
資金繰りの状況や市場需給からみて，どうしても必要止むをえない場合には当
然認められるが，恒常的にマネーポジション（借入超過）にあるため常時日銀
借入れに依存せざるをえなレ）都市銀行と同列に扱うことはできない，とされて
いた。
　また，1978年5月から発足した輸入決済手形制度の運用に当って，在日外銀
も邦銀と同等に扱われることとなったが，当初は円金融のコストが割高なた
め，ほとんど利用されなかった。
　なお，日銀からの借入れを行うに当っては，前もって手形貸付約定を結ぶこ
とが必要であり，從来から約10行の在日外銀が日銀と約定を緒んでいたが，輸
入決済手形制度の発足後6か月聞に，新たにユ6行が約定を締結した。
（E）貸出面での諸問題
　貸出の面でも当時さまざまな規制や制約があった。外銀の強味とする外貨貸
出は，1年以内のものは貿易金融を除き認められていなかった（1979年6月解
禁）。中長期外貨貸付であるインパクト・ローンに関しては，毎月供与枠を設
定する方法により量的に規制されていたほか，期問，金利，資金使途，期隈前
返済条項など貸出条件についても規制されていた。すなわち，期間は3年以
上，金利は変動金利の場合はユー口・タラー金利十スプレッド1ポイント以
下，固定金利の場合はユー口債金利（表面金利）以下とされていた。
　また，貸付契約書には期限前返済を認める条項を必ず挿入しなければならな
かった。期限前返済の場含のペナルティ（過怠金）も1978年4月から認められ
ることとなったが，それ以前には禁止されていたのである。インパクト・ロー
ンの使途は，ユ978年度以降（造船会社は76年度から），商社を除き，長期運転
資金に充当できることとなったが，それまでは設備資金に限定されていた。
　なお，インパクト・ローンを供与するためには，日銀を経由して大蔵大臣へ
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認可申請を提出しなければならないが，期限前返済を行う場合もかつては同様
に個別申請が必要であった。しかし，この点は，ユ978年度実行分から屈出で足
りることとなった。このように，インパクト・ローンについては，1970年代後
半に，若干の規制緩和がなされたが，もっと抜本的な，たとえば総枠の撤廃な
どの改革を望む声が高まってきた。
　円貨貸出に関しては，もともと規制はなかったが，1973年4～6月期以降，
金融引締め政策の一環として，日銀は主要外銀に対しても貸出増加額の規制，
いわゆる「窓口指導」を開始した。この窓口指導は，翌74年7～9月以降「ポ
ジション指導」に切」り替えられた。皿このほか，1973年末の「選別融資規制」
（昭和48年蔵銀第4279号），翌74年末の「大口融資規制」（昭和49年蔵銀第4481
号）などについても，融資にあたっては，外銀もその趣旨を尊重するよう，指
導がなされた。
　外銀の在日支店が海外向け円建シンジケート・ローンに参加するケースは，
1977年9月～78年9月中に7件にのぼったが，外銀に対しては件数が少ないこ
とを理由に包括許可が与えられていなかった。このため外銀は，シンジケー
ト・ローンに参加のつど申請しなければならなかった。また，日本輸出入銀行
との協調融資については，在日外銀の参加は未だ実現していなかった。
（F）支店増設問題
　外銀の支店新設，すなわち新規進出については，1970年代に入ってかなり弾
力的に扱われるようになり，1978年6月にはすでに60行が82支店を開設してい
た。これに対して，支店の増設（銀行法上はそれぞれ個別に免許申講が必要）
については，それまでほとんど認められておらず，1970年2月にバシコック銀
行大阪支店が認可されて以来，支店増設はわずか1件（ユ975年1！月，バンク・
ド・ランドシーヌ・工・ド・スエズ三旧印度支那銀行，大阪支店開設）にとど
まっていた。
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　これは当時邦銀の1行当り年問1か店増設方式に比べてバランスを欠く，と
批判されていた。この点に関して当局は「1970年代前半の外国銀行の対日進出
ラッシュが続いた時期には，新規の進出を優先的に認めることとしていたが，
新規進出希望もおおむね一巡したと考えられるので今後は在日外銀の支店増設
についても弾力的に認める方針」㈱と伝えられた。
　一方，外国銀行が既存の本邦銀行へ資本参加するには「外資法」及び「独占
禁止法」に基づく所管当局の許認可が必要であった。
　銀行業は，1970年9月の第3次資本自由化措置において第1類自由化業種に
組み入れられたため外資比率50％まで，さらに1973年5月以降ユ00％自由化さ
れた。ただし，外資法上の自動認可を得るためには，わが国の国益に例外的に
有害な悪影響を及ぼさない，などの条件をみたさねばならないとされていたの
である。
（3）日本当局の対応
　このように多くの問題が提起されたが，それに対して日本当局はどう対応し
たのだろうか。
（A）まず，はっきりとした形で解決したのは譲渡性預金（CD）の発行，日
本銀行の再割引及び小口預金の勧誘問題である。
　CDは，1979年3月その創設が決定され，同年5月16日から発行された。当
初，CDの発行に関しては，既述の通り最低発行単位（5億円），発行期間
（3か月～6か月），発行限度（邦銀は自己資本のユ0％，外銀は円建資産のユ0
％）などの条件が設定された。
　日銀信用のうち，輸入金融については制度的に邦銀と同一に扱われ，輸入決
済手形制度の対象として希望した外銀はすべて認められており，輸入資金貸付
についても同様であった。また，一般貸出についても，1980年4月から，在日
外銀に対する商業手形割引を認めることとなった。
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　小口預金の勧誘に関しては，一時期，支店設置の際に提出する念書のなかで
「預金獲得の過当競争を行わない」旨記述していたが，過当競争といえるもの
は見当らなかったとして，ユ973年11月以降この趣旨の念書は徴求されていな
い。また，すでに提出した念書についても，希望する銀行へは，この文言が無
意味であることを，文書で通知した㈹。
（B）CDのように明確な形で解決したとはいえないものの，当局の運用の弾
力化が図られ，外銀の不満を緩和させるのに役立ったものとして，支店新増設
の免許，コール・手形市場資金の取入れやインターバンク取引の容認，輸銀協
調融資や海外向け円建シンジケート・ローンヘの参加などがある。
　まず，外銀の支店新設については，当該銀行の経営内容，信用状態，規模
（とくに本国における地位），邦銀の当該国への進出状況（レシプロ原則の充
足）等の観点から検討を加え，特に問題がなければ弾力的に認めて行く方針が
明示された。支店増設については，具体的な要望があれば，既存の在日支店の
経営内容等に問題がない限り，、認められている。1970年代前半の進出ラッシュ
が続いた時期には，新規の進出を優先的に認めたが，新規進出希望も一巡した
ので，支店増設についても弾力的に認める，としている。
　次に資金調達面では，1979年4月，コール取引の金利が完全に自由化されて
以降，金融機関は，在日外銀を含めて，塞本的には金利メカニズムの作用の下
で，コール・手形市場での資金調達を保証されている。在日外銀の邦銀からの
借入れ（インターバンク取引）規制は，かつて窓口指導の一環として行われた
ことがあったが，窓口指導は金融自由化とともに有名無実化した。
　運用面でも，輸銀の協調融資に外録が参加することには何ら制限はない，と
されている。海外向け円建シンジケート・ローンヘ外銀が参加するに当り，個
別認可が必要であるが，申請があれば自動的に認可されている。なお，包括申
講のあった銀行には包括許可の扱いを検討する意向といわれる。
（C）上記の諸点とは異なり，債券（金融債）の発行及び銀行買収の問題は先
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送りとなった。債券の発行については，わが国の普通銀行（「銀行法」に基づ
く銀行）には認められていないので，外銀にだけこれを認める訳にいかず，将
来の検討課題である。また，銀行の買収については，これまでに具体的な事例
がなく，関違法規の適用に際しては種々検討を要するものと考えられるが，具
体的に要望があればケースバイケースで対処する意向が示されている㈲。
2．課税紛争
　在日外銀の営業資金の主な原資は在外資金，なかんずくユーロダラーである
が，その取入れコストの査定をめぐって，1974年1月ドイッ海外銀行（ドイツ
銀行の子会社）鯛とわが国国税当局との問で紛争が発生した。紛争はやがて他
の多くの外銀へ波及するに至った。
　当初，国税当局が資金コストの認定のため個々の取引についてエビデンス
（証拠書類）の提出を求めたのに対して，ドイツ海外銀行は，事実上不可能と
してこれを拒否した。問題は国税不服審判所でも解決されず，結局，東京地方
裁判所へ持ち込まれることとなったのである㈱。
（1）ドイツ海外銀行の課税紛争
　1971年5月に東京支店を開設したドイツ海外銀行は，1974年1月に至り，
1971年度分の欠損金額及び1972年度分の所得金額に関して申告漏れを指摘され
たが，修正申告に応じなかったため，所轄税務署から，両年度分に対する更生
処分を受け，1972年度分に対する過少申告加算税を賦課された。
　1974年3月，ドイツ海外銀行は，東京国税局に対して巽議を申し立て，国税
不服審判所に回付されたが，1975年12月これが棄却された。このため，同行
は，翌76年3月，東京地方裁判所へ「法人税更生処分等の取消」を求めて提訴
したのである鈎。
　ドイツ海外銀行がユ976年3月ユ6日東京地裁に提出した訴状によれば，同行
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は，1974年1月，東京国税局から，1971年度（197ユ年5月24日から同年12月31
日まで）の欠損金額を2，098万円，1972年度の申告所得金額を8，637万円とする
更生処分，並びにユ972年度分の過少申告加算税ユ29万円の課税通知を受けたと
されるが，ドイツ海外銀行の主張は，以下の通りであった㈱。
（A）国税当局は，国外にある本店に対する借越残高に対する利子（いわゆる
本支店レート）について，当該通貨国の中央銀行の公示した公定歩合を限度と
して，本支店レートにより計算した利子相当額を損金に計上すべきである，と
している。このため，同行がドイツ連邦銀行（西ドイツの中央銀行）の公定歩
合により計算した利子相当額をこえて本店に支払った約4，274万円を損金に算
入することを認めていない。これは何ら法的根拠をもたず，違法である。
（B）国税当局は，同行支店が本店に支払う営業資金の利子について，その利
子額は国外にある本店が当該営業資金を調達するために実際に要した費用（コ
スト）の額に基づいて計算すべきものと主張している。そして，その立証がで
きないときは，ドイツ違邦銀行の公定歩合によるべきだとしている。しかし，
こうした立証を銀行に要求することは，通常の銀行業務の実情を無視するもの
であり，かつ不当に苛酷な拠証責任を強いるものである。
（C）同行がマルク資金を調達する際に支払う平均利子が常にドイッ連邦銀行
の公定歩合よりも高いことは，現実的経験から明らかである。したがって，資
金調達に際して実際に要した費用が立証できないからといって，ただちに公定
歩合を以て損金算入金額とすることは，現実を無視するものである。
（D）なお，当局は銀行側が提出した資料に基づいて，1971年度分及び72年度
分の同行支店の資金調達額に対する支払利子額の割合を算出しているが，その
算式は銀行に属するマルク資金以外の資金を計算の基礎に含んでいるほか，貸
出に充当できない資金も含んでおり，正しくない。
以上がドイッ海外銀行側の主張であったが，訴訟のなかには，この営業資金
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のコストの算定方法のほかに，同行支店の開設資金に関する支払利子について
も，「銀行業務にかかわる収入を得るため直接供与されたものではない」とし
て損金性を認めない当局側と，これを日独二重課税防止協定に対する違反であ
るとする銀行側との争いも含まれていれ
（2）在日外銀全体へ波及
　国税当局とドイツ海外銀行との課税紛争はやがて全在日外銀へと波及する。
ドイツ海外銀行の課税紛争を契機に，国税当局は在日外銀が海外から調達する
資金のコストに疑問をいだき，米国，英国，西ドイツ，フランス，スイス，香
港などユ3か国・地域の外銀47行に対して，1976年以降4年聞にわたって一斉に
税務調査を実施したのである㈱。その結果，38行で総額15億円にのぼる申告漏
れを発見し，追徴課税を行った。
　ほとんどの外銀は，ロンドンを中心とするユー口市場で，ユーロダラーを取
り入れて日本へ回金し，外貨のまま，あるいは円転の後日本の商社やメーカー
など大企業へ融資している。
　1978年ユ2月現在で，在日外国銀行は61行81支店に達していたが，うち，47行
につき，税務調査が行われたのである。調査の結果，38行（うち米銀18行）で
1975～77年の3年聞の申告所得に総額I5億円の申告漏れが発見されれ38行の
うち，25行は修正申告に応じたが，残り13行はこれを不服として，国税不服審
判所へ審査請求を提出した。
　修正申告を行った25行にはシティバンク㈱，チェース・マンハッタン銀行，
バンク・オブ・アメリカ，モルガン銀行，ファースト・ボストン銀行，コンチ
ネンタル・イリノイ銀行など米国系18行のほか，オランダ，イタリア，ブラジ
ル，タイ，インドネシア各国の銀行が含まれていた。一方，修正申告をせず更
生処分を受けた13行には英国系4行，フランス系3行，西ドイツ系2行，シン
ガポール系2行，スイス系1行が含まれていた。
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　申告漏れが最も多額だったのはドイツ銀行（1976年7月ドイツ海外銀行を吸
収）の2億9，000万円，次いでドレスナー銀行2一億円，スイス銀行1億8，000万
円であった。申告漏れの内容は，これら在日外銀が在外本支店に対して実際の
資金コスト以上の利子を支払い，在日支店の利益を圧縮したと国税局が認定し
たものである。在日外銀は自己資金を持たないため，在外店で調達した資金を
日本へ回金している。ところが税務申告にあたって，在外店の資金調達コスト
に若干の取扱店マージンを上乗せして費用に計上するところが多い。
　これに対して東京国税局は，「実際に在外店が資金取入れの際に支払った利
子は当然費用として認めるが，マージンの上乗せは本支店聞の内部利子であ
り，法人税法の規定によって課税の対象になると判断したのである。さらに，
在外店の資金調達コストに関する資料の呈示がないとして，実勢金利を反映し
ているロンドン市場金利の「ロイター・レート」を墓準とし，このレートを上
回る分を，「マージン」とみなして課税を行ったのである。
　米国系18行をはじめ，フランス系など7か国の外銀はこれを受け入れ，遣徴
金を支払った。しかし，西ドイツと英国の銀行は強く抵抗した。「本支店聞に
も，独立採算制が認められるべきで，本店側がマージンを上乗せするのは当然
の商行為だ」と主張したのである。また，「在1ヨ支店向けだけのコストを算出
するのは無理である」として9行（英国系5行，西ドイツ系2行，シンガポー
ル系，米国系各ユ行）は国税不服審判所に，不服審査請求を提出した鯛。
　国税当局は，在日外銀の営業資金のコスト（損金算入）の基準として，
①当該通貨国の中央銀行の公定歩合又は，
②ユーロダラーレート（ロイターLIBOR）
を適用しているが，外銀側は，
①実際の資金調達平均フストはそれを上回っている，
②銀行の信用度等によってユーロダラーの取入れ金利に差があり，どの銀行
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　　も標準金利で調達できるとは隈らない，
③在日支店が本店に対して‡払う利子，いわゆる本支店レートをコストとし
　　て損金算入を認めるべきである，
と主張していた。
　これに対して国税当局は，法人税法施行令第176条（外国法人の納税義務）
第3項2号において，本支店レートを経費として認めていない。したがって，
本店が実際に要した費用の立証（たとえば，預金を取り入れた際の約定書原本
の提示）を求めていた。つまり，在日支店の運用資金ごとにそれと一致する当
該調達資金源泉の特定，いわゆる限界資金コストの証明資料を要求していたの
である。
　この点，外銀側は，「実際の銀行業務は，長期資金，短期資金に対応する形
で長期貸し，短期貸しに振り分けているのではなく，トータルで調達・運用し
ているのだから，個別資金についての証明などは不可能だ」と反発していた。
　国税当局は，「資金コスト」を証明するものを提示すれば「損金に該当する
ものは損金として認める」としており，それができないならば，「利益操作」
の可能性を否定できないので，ユ976年以降，世界の統一基準である「ロイター
通信レート」で本国への支払利子を算定する，と主張していた。
（3）日英交渉合意で打開
　在日外銀の申告所得にかかわる紛争はドイッ銀行だけにとどまらず，バン
ク・オブ・アメリカ，シテイバンクなど大手米銀をはじめ，全外銀に共通する
問題となっていた。そのなかでも，西ドイツ系や英国系の態度は強硬で，国税
不服審判所へ不服審査請求を提出したのである。
　しかし，英国系銀行については，1980年10月，日英租税条約に基づく日本の
国税当局と英国歳入庁との日英政府問交渉で合意に達した㈱。
　日英政府聞交渉での合意内容は
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　①本支店レートの課税上の基準は，ロイター通信社が発信するユー口市場
　　レート（LIBOR）に32分の1％を加えたレートとする。
　②在日外銀がこの基準レートより高い金利で資金調達した場合は，低い金利
　　で調達した場合と相殺することができる。
　③トータルで基準レートより低い金利で調達できても基準レートで課税計算
　　する。
　④1975年度から79年度までの分は，国税当局に申請があった場合に限り，基
　　準レートに從って遡求計算する。
　⑤本支店閻内部利子の算定根換となる証明資料の提出があった場合にはそれ
　　に準じて課税する，
などである。
　こうした状況下，ドイツ銀行も東京地裁における和解に応じ，他の在日外銀
もこれをモデルとして調整を進め，解決が図られた㈹。
　このように，政府間交渉で一応の合意がみられたわけだが，残された問題も
ある。大手外銀では「現状に即した評価できる措置」としているが，中小外銀
ではそうではない。大手外銀は精算税額が払込税額を下回る場合が多いため，
払戻しを受ける可能性がある。しかし，相対的に資金調達力の弱い中小銀行
は，基準金利との乖離幅が大きくなるだけに，不満はかくせない。各行とも画
一化された課税基準とすることは個々の外銀の実際原価を無視する結果となる
から問題である。
　一方，国税当局も，ユー口市場レートに32分の1％を上乗せすることを認一
め，金利差の相殺をある程度認めた点で譲歩したわけである。金融のグローバ
ル化が進む申，各国共通の墓準の作成が求められているといえよう。
3　早期希望退職の募集
既述のように1973秋年の石油ショック後，日本経済の低成長移行に伴い，在
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日外銀の経営環境はにわかに厳しくなってきた。企業の資金需要が衰退するに
つれ，邦銀との相互補完関係が崩れ，競争が激化してきたためである。そこ
で，日本進出の歴史が古く，高年齢の從業員を多数かかえる古参銀行は，1970
年代後半に「早期希望退職制度」（Volmtary　Early　RetireInent　P1an）を導入
し，申高齢從業員の整理を始めた。つまりリストラである㈲。
　まず，ユ977年ユ2月，戦前から日本へ進出していたシテイバンク（旧，
FNCB）が55才以上の從業員を対象に早期退職制度を発表した。次いで，1979
年1月，チェース・マンハッタン銀行が満45才以上で勤続20年以上を対象に同
様な制度を発表した。また，同年8月に，コンチネンタル・イリノイ銀行が50
才以上を対象に同種制度を発表した。さらに，1980年12月，バンク・オブ・ア
メリカも早期退職制度を発表した。
　これらの外銀は，何れも米国系の銀行で，日本進出の歴史が古いため，中高
齢者が多く，年功序列給の日本では，人件費負担の増高が問題となっていた。
シテイバンクは戦後の支店再開第1号であり，チェース　マンハソタン銀行と
バンク・オブ・アメリカは占領下に進出した銀行であ乱コンチネンタル・イ
リノイ銀行は1964年の進出ではあるが，ナショナル・ハンデルス銀行（旧蘭印
商業銀行，占領下に進出）の從業員を引き継いでいるため，高年齢のスタッフ
をかかえている点は，主力の3行と同様であった。
（1）チェース・マンハッタン銀行の場合
　米国の大手銀行であるチェース・マンハッタン銀行が，1979隼1月に希望退
職を募集するに当り発表したステートメントを次に紹介しよう。
希望退職者の募集について
このたび，当行は東京及び大阪支店において希望退職者を募集することに
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致しました。この措置は，別紙に記載されている条件で，希望する從業員に
対して本日から適用されます。
　銀行の経営に責任をもつ者としては，現在及びこの先銀行を取り巻ぐ環境
のなかで銀行がどうなって行くのかということを具体的に，地道に考えてみ
る必要があります。ご承知のように，今日の環境は誠に競争激甚でありま
す。我々の在日支店における業績の基調は引き続き芳しいものではありませ
ん。從って，銀行がこの困難な情勢に打ち勝って生き抜いて行き，また從業
貝の生活の質的向上を確保するためには，業績を伸ばしたり，効率を高めた
り，あるいは正しいコスト管理を実行するよう一層の努力が要請される訳で
あります。人事管理部門についても色々と検討を加えてみることが必要なこ
とはいうまでもありません。その中でも，銀行の從業員の年齢構成が，過去
において数々の過程を経て形成されてきたものではありますが，正常な状態
から余りにもかけ離れてしまっていることは放置しておくことのできない点
であります。
　銀行は，以上に述べた様々のことを十分に考慮した結果，今回の措置を策
定しました。從業員の方々のなかには，種々の個人的理由がありながら，或
は独立した人生設計を望んでおりながら，経済的理由からそれぞれの意図が
達せられないでいる人がおられることでしょう。銀行は，業況の現状及び今
後の見通しを勘案しながら，その際そのような方々に対して希望が達成され
るよう支援することが最も適当と考えるに至った次第であります。
　条件に該当される從業員がこの措置の適用を申込むかどうかは，全く自己
の自由意志に委ねられています。銀行は該当される方々がこの措置の趣旨，
内容を十分に検討されるよう切望します。
　1979年1月11日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チェース・マンハッタン銀行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　在日支店総支配人
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希望退職の条件
応募資格：在日支店の正規從業員で応募当日現在満45才以上かつ勤続満20年
　　　　　以上の者
応募期間：本日より1979年3月31日迄
退職日：原則として応募当日より2週聞を経過した日。但し，1979年3月
　　　　　31日までとする。
支給額：希望退職金は，基本給に希望退職金計数を乗じて算出され，通常
　　　　　の退職金に加えて支給される。
支払方法：希望退職金は，全額一時金又は一部一時金・残額分割払（但し，
　　　　　10年以内）のいずれかを選択することができる。
（2）コンチネンタル・イリノイ銀行の場合
　コンチネンタル・イリノイ銀行は，当初，東京・大阪支店勤務者で，1980年
1月1日時点で50才以上，かつ定年（60才）までの残余期間18か月以上の者を
対象に希望退職を募る旨，1979年8月23日に発表した。しかしながら，応募者
が予定数に達しなかったため，ユ980年8月28日に第2次募集を行った。
　第2次募集（有効期限は1980年12月末）では適格年齢が47才（1980年9月1
日現在）に引き下げられたが，定年までの残余期問は24か月に延長された。早
期退職金は，退職日から1980年末迄の給与・賞与及び2年分の給与が支給され
る。支払方法は，本人の希望により一時金又は分割払とすることができる，と
いうものであった。
　コンチネンタル・イリノイ銀行は，とくに大阪支店で過剰人員を抱えていた
ため，1981年12月25日，大阪支店において第3次募集を行った（有効期限は
1982年3月末）。退職条件は，基本的には第2次と同じであるが，対象年齢が
40才（1982年1月ユ日現在）に引き下げられた。これにより，同行は漸く目標
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を達成できたのである。
むすび
平和条約発効（1952年4月）以降，新外為法の施行（1980年12月）までの期
聞における外国銀行の活動を，それ以前と比べてみると次のような特徴が指摘
される。
（1）外国銀行支店開設の加遼度的増加と東京集中
　1952～60年間の外国銀行進出はわずか2行2か店であったが，196ユ～70年間
には6行10か店に増加し，さらに197ユ～80年聞には47行54か店へと急増したの
である。これは，日本経済の将来に対する外国銀行の期待の高まりと，日本政
府の免許方針の弾力化の現われである。
　また，ほとんどの外国銀行は最初の支店を東京に設置したため，圧倒的に多
くの外銀が東京に集中する緒果となった（第25表参照）㈲。これは，戦前には
港都横浜（但し，関東大震災後は神戸）に外国銀行が集申していたのとは対照
的である。
第25表　外国銀行在日支店分布状況
（1980年12月現在）
銀
行 支店所在地
数 東京 横浜 大阪 神戸 その他 全国
北米系 22 22 2 4 1 2 31
中甫米系 2 2 2
欧州系 26 25 5 2 2 34
アジア系 14 13 5 18
その他 0 0
合計 64 62 2 ユ4 3 4 85
（注）香港上海銀行（本店香港）は英国資本であるえめ，欧州系に含めてある。
（出典）筆者艦計。
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（2）駐在員事務所が支店に先行して開設されたこと
　戦前においては，外国銀行は支店開設に先だち，代理店（Agents）を設ける
ケースが多かったが，戦後は代わって駐在員事務所を設けるケースが増えてき
た。駐在員事務所は現地調査や情報収集が任務であり，銀行業務は行わないの
で，営業免詐は不要である。しかし，駐在員事務所は，支店開設の準傭段階と
みなされるため，支店開設に先だって事務所を設けるケースが一般化した。一駐
在員事務所数は1960年末には僅か2であったが70年末には55に増え，80年末に
はユ03に増大しれ
　しかも，日本では銀行業務と証券業務が分離されている関係で，欧州系を中
心に外国銀行が証券業務関連の駐在員事務所を別途設け，一方，外国の証券会
社が銀行業務関運の駐在員事務所を設ける傾向が1980年代に顕著となった。こ
れが，駐在貝事務所を急増させた一因である。
（3）業務面では，伝統的な貿易金融や外国為替業務が伸び悩み，貸出が主要
　　業務となったこと
　外国銀行，とくに旧植民地銀行は伝統的に貿易金融や外国為替業務を主業と
してきたが，ユ950年代から漸次貸出業務に重点を移行してきた。貸出は当初，
米銀によるインパクト・ローン即ち外貨貸付から始まった。借り手は海運，造
船，鉄鋼などの日本企業である。インパクト・ローンは，当初日本のメイン・
バンクが元利金の支払いを保証していたので，外国銀行のリスクは皆無であっ
た。
　一方，日本政府は外貨不足を補うためにもインパクト・ローンを歓迎した。
しかし，1960年代半ば以降，外貨準備が潤沢になると，政府はインパクト・
ローンを抑制し始めた。そこで外銀は，外貨を円転し，円貨貸付に力を入れる
こととなった。しかし，やがて円転にも規制が加えられる。さらに，70年代に
は貸手銀行の拡大，貸出通貨の多様化が進み，インパクト・ローン市場の競争
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は激化した。
（4）外国銀行の役割の変化
　終戦後，外貨不足と海外店舗の喪失により，邦銀が国際業務を行うことがで
きなかった時期には，外国銀行の役割は極めて重要であった。外銀には占領期
以来のSCAP商業勘定を引き継いた大蔵省（MOF），日本銀行（BOJ）などの
外貨預金もあった。一方，インバクト・ローンは外銀に利益をもたらすととも
に，邦銀の資金不足を補い，為替手数料や保証料などの収益源ともなった。邦
銀と外銀は相互補完関係にあったのであ孔
　その後，日本経済の発展に伴って，わが国の外貨事情も好転し，邦銀の海外
店舗も逐次開設されるにつれて，在日外銀の出る幕が少なくなった。加えて，
金融自由化の進展に伴い，1970年代末には邦銀もインパクトーローン市場に参
入することとなった。邦銀はもはや取引先である本邦企業を外銀に紹介し，保
証つきでローンを依頼する必要はなくなり，邦銀と外銀は競争関係に突入した
のである。
（5）1970年代に収益悪化から金融摩擦へ発展
　1970年代後半には，銀行間の競争激化に伴う業績悪化により，さまざまの摩
擦を生じるに至った。ユ970年代に入ってからの，外銀の収益悪化の背景には，
企業の資金需要の後退，内外銀行閲の競争激化があるが，これに加えて，石油
ショックによる物価高，さらに円高進行は，ドル・べ一スでみた外銀のコスト
増大要因となる。そこで，外銀は収益悪化の状況を本店に報告し，本店は本国
政府に問題の解決を訴えたため，国際問題に発展した。かくて，1978年4月，
米サンフランシスコ連銀総裁やECのチューゲンダート委貝が来日し，日本政
府との協議・交渉が行われた。
　さらに，1979年12月，国税当局は在日外銀47行の税務調査を実施した結果，
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38行で総額15億円にのぼる申告漏れを把握，遣徴課税した。これが，外国銀行
の不溝を一層増幅させる結果となったのである。
注鯛米国輸出入銀行は，ユ945年に設立された政府系金融楼関。設立当初はE互port－Import　Bank　of
　　W邊shi皿蜘皿と称していたが，ユ968隼3月，Export－I皿port　B如k　of　the1〕nited　Stat僅sと改称され
　　た鉋
　鯛須田美失子『ゼミナール国際金融入門』日本経済新聞社　1996年，373ぺ一ジ。『日本経済新
　　剛1989年8月22日
　㈱東京銀行調査都編［新版貿易為替辞典』至誠堂，1970隼，18ぺ一ジ。
　鯛　『第1回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，159ぺ一ジ。
　㈱GARIOAはGowmment　and　Relief　in0㏄upied　Areas（対占領地救済援助費〕の略。EROA
　　は，Eco皿o皿ic艮ecoΨery　in0㏄up1ed　Area（占領地経済復興援助費）の略。
㈹渡辺公徳「外国銀行と日本」（幅際金融』第528号，1974年3月ユ日）8ぺ一ジ。
　㈹　山中晴雄「外資借入と海運」（r海運』ユ957年4月）10ぺ一ジ。
綱　r第1回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，160ぺ一ジ竈
　幽　r第2回大蔵省国際金融局年報j昭和53年版，159ぺ一ジ。
幽　隙3回大蔵省国際金融局隼報』昭和54年版，134ぺ一ジ。
　㈱　『第4回大蔵省国際金融局年報』昭和55年版，119ぺ一ジ。
㈹チェース・マンハッタン銀行（Chase　Manhatta皿Bank）は，1955年3月Chase　Nati㎝al　Ba皿k
　　oi　the　City　o川ew　York（1877隼設立）とB加k　of　the　Manhatta口Co．（1799年設立）の合併により成
　　立。1965年6月に州法銀行から国法銀行に転換した。
㈹　ファースト・ナシヨナル・シテイ銀行（First　National　City　Bank）は，1955年3月Th直Na．
　　OoIlal　City　Bank　of　New　York　（1812隼設立）　とThe　First　Nado脱一Ba皿k　of　theαty　of　New　York
　　（1863隼設立）の含俳により誕生。
綱大蔵省『第18回銀行局金融隼報」昭和44年版，95ぺ一ジ。
鯛　『第ユ回大蔵省国際金融局年報』昭和52年版，ユ6ト163ぺ一ジ。
　㈱　　『日本弟蚤済新聞jユ977隼6月5日
㈲　日本銀行金融研究所『新版わが国の金融制皮』昭和6ユ年　288ぺ一ジ。
㈲　「第ユ回大蔵省国際金融局隼報j昭和52隼叛，ユ87ぺ一ジ。
繍財経詳報社編『図説国際金融」ユ999隼版，ユ24，ユ54ぺ一ジ。
㈱　円本銀行金融研究所「新版わが国の金融制度』昭和61年　167～170ぺ一ジ。
㈱　「第1回大藪省国際金融局年報』昭和52隼版，81ぺ一ジ。
餉大蔵省r第28回銀行局金融年報』昭和54年版，59ぺ一ジ。r第29回銀行局金融隼報』昭和55隼
　版　13～16ぺ一ジ竈
飼　立脇和夫階日外国銀行』教育社，1978年，156ぺ一ジ。
鯛　r日本経済新剛1978年4月12日，但し，Asia皿Wall　StreetJouma1では250億円と報道。
熊　『週刊金融財政箏情」1978年8月7日
㈱　大蔵省r第28回銀行局金融年報』昭和54年版，136ぺ一ジ。
㈹　上掲書，137ぺ一ジ
鰯　ドイツ海外銀行は，1976年7月，親銀行であるドイッ銀行に吸収された。
鯛　『週刹金融財政事情’1976年6月14日
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㈱　ドイツ海外銀行が1976年3月16日に東京地方裁判所へ提出した訴状
㈱　上記訴状及ぴ『週刊金融財政事惰」1976年6月ユ4日
㈱　廟日新剛1979年ユ2月ユ7日，『日本経済新聞j1979年12月16日
㈱　ファ］スト・ナシ目ナル・シティ・バンクは，1976隼3月シテイバンク（Citib目nk　N．A．）と
　改称した。
㈱　　『日本経済新聞』1979年12月16日
鯛　r週刊金融財政事惰』198ユ年2月23日
㈹　　r日本経済新聞』1980年ユ2月3ユ日
㈹　シテイバンク，チェース・マンハッタン銀行，コンチネンタル・イリノイ銀行，バンク・オ
　ブ・アメリカのそれぞれ内部資料による。
㈱ユ980年12月現在で，東京支店をもたない在日外銀は，マーカンタイル銀行（名古屋支腐の
　み），第一銀行（大阪支店のみ）の2行だけであった。
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